
 - 1 -

新たな都市活力推進特別委員会行政視察概要 

 

 

 

１  視察月日  令和４年７月21日（木）～７月22日（金） 

 

２  視察先及び視察事項 

（１）大阪府堺市 

   堺市のスマートシティ計画への取組について 

（２）大阪府大阪市 

大阪市への企業誘致等について 

 

３  視察委員 

  委   員  こがゆ 康  弘  
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視察概要 

１  視察先 

  大阪府堺市 

 

２  視察月日 

  ７月 21日（木） 

 

３  対応者 

議会事務局総務課長           （受け入れ挨拶） 

市長公室政策企画部企画推進マネージャー （説明） 

市長公室政策企画部先進事業担当課長   （説明） 

 

４  視察内容 

（１）堺市のスマートシティ計画への取組について 

ア  堺スマートシティ戦略策定の背景について 

堺市においても今後は人口減少・高齢化が顕著となり、それに伴

い市民のライフスタイルや都市としての在り方が変化しつつある。

そのような中、ＳＤＧｓや環境への関心の高まり、新型コロナウイ

ルス感染症の影響による新しい日常（ニューノーマル）への移行は

働き方や暮らし方、また公共の在り方までも大きく変化させること

となった。 

時代の変化をとらえ、より豊かに暮らせるまちを実現するために、

持続可能な都市経営の実現に向けた施策として、都市や地域の将来

像を見据えたスマートシティの取組を推進し、都市の魅力向上を目

指すこととした。具体的には2025年度をターゲットとした堺市の長

期的な将来像として「堺スマートシティ戦略」を策定した。 

イ  堺スマートシティ戦略の事業内容について 

堺スマートシティの理念は、ＩＣＴの活用により、まちと暮らし

にイノベーションを生み出し、未来を創ることである。その具体的

方法として以下の4つの戦略方針を掲げた。 

戦略方針１として、イノベーションを実装する環境をつくる。仮

説の立案や挑戦と実績の積み重ね、規制改革などを含めたコーディ

ネート機能の強化、公民共創の推進を掲げている。 

戦略方針２として課題解決型プロジェクトをスピーディーに実行

する。課題解決型プロジェクトの推進を掲げている。 
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戦略方針３として、データ連携により新たなサービスを創出する。

多様なデータの蓄積、分析、活用をしていく。 

戦略方針４として、重点的に取り組む。重点地域の設定や土地利

用転換の機会をとらえた一体的な推進を掲げている。 

その他にも、泉北ニュータウン地域を重点地域とし、理念をかつ

てのベッドタウンから、より豊かに暮らせるまちへとし、ＳＥＮＢ

ＯＫＵスマートシティ構想を掲げた。また、取組テーマとして、ヘ

ルスケア、モビリティ、コミュニティ、リモートワーク、エネルギ

ーの５分野とした。 

ウ  質疑概要 

Ｑ  大阪府のスマートシティ戦略との関係はあるのか。 

Ａ  大阪府のスマートシティ戦略部とは密に連携しており、府の戦

略でも泉北ＮＴ地域がチャレンジフィールドと位置付けられてい

る。これは、堺市の堺スマートシティ戦略において泉北ＮＴ地域

を重点エリアとして設定し、実装に向けて複数の実証プロジェク

トを実施してきたことが要因となっている。 

このスマートシティプロジェクトの実装に向け、府の都市ＯＳ、

ＯＲＤＥＮを活用したＳａｋａＩ－Ｄを構築。また、６月27日に

泉北ＮＴ地域におけるスマートシティ推進主体として公民による、

ＳＥＮＢＯＫＵスマートシティコンソーシアムを設立。５つのＷ

Ｇが設置され、その中のモビリティＷＧとデータ活用（都市ＯＳ）

ＷＧに、大阪府がパートナー会員として参画し、実装に向けて活

動している。 

Ｑ  公民共創プロジェクトへの民間の関与の仕方とどのような団体

(個人 )が関与するのか知りたい。 

Ａ  公民連携の窓口としてさかい・コネクテッド・デスク（ＳＣＤ）

を令和２年度に設置した。ＩＣＴに関する公民連携を先進事業担

当が担っており、ＣＳＲ、ＣＳＶの観点から、基本的に公費負担

無く実証プロジェクトを推進している。また、企業からの提案に

基づき、公民の意思が合致した場合に協定を締結してプロジェク

トを実施する。公募などはしていないが、２社目、３社目を排除

しない方針である。そのほか、公募型の公民共創イニシアティブ

事業があり、行政課題に対し複数年にわたる民間事業者からの提

案を受け、市も一定額を負担する制度もある。これらは、横浜市

のテーマ型共創フロントをモデルとしている。 
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Ｑ  市としての令和４年度の予算額はどの程度なのか。 

Ａ  令和４年度予算額は、泉北リモートワークタウン推進事業費で

500万円。泉北スマートシティ構想推進事業費で1600万円。都市Ｏ

Ｓ活用推進事業で2000万円の、合計4100万円となっている。 

（２）委員所見 

現在はまだ実証プロジェクトの実施段階ではあるが、既に２年間

で30件のプロジェクトが進んでいる。中には既に具体的な成果を上

げているものもある。ただし、個々の事業規模は決して大きくなく、

予算が限られる中、官民連携の推進が求められている。その点は横

浜市にも共通している点だと感じる。 

パーソナルモビリティや自動運転モビリティといった次世代モビ

リティの乗車体験や普及促進、そのためのワークショップなどは横

浜市よりも工夫がなされており、今後の横浜市の施策の参考として

いきたい。 
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 （会議室にて説明聴取及び質疑）
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視察概要 

１  視察先 

  大阪府大阪市 

 

２  視察月日 

  ７月 22日（金） 

 

３  対応者 

市会事務局総務担当課長代理    （受け入れ挨拶） 

経済戦略局立地推進担当課長    （説明） 

経済戦略局都市間交流担当課長代理 （説明） 

 

４  視察内容 

（１）大阪市への企業誘致等について 

ア  対日投資の促進にかかる枠組みについて 

外国企業、外国公館・経済団体などの大阪進出支援のため、大阪

府、大阪市、大阪商工会議所の３者で平成13年に大阪外国企業誘致

センター（Ｏｓａｋａ Ｂｕｓｉｎｅｓｓ ａｎｄ  Ｉｎｖｅｓｔ

ｍｅｎｔ Ｃｅｎｔｅｒ: 略称Ｏ－ＢＩＣ）を設置し、独立行政法

人日本貿易振興機構（ジェトロ）大阪本部をはじめとする関係機関

と連携しながら、外資系企業誘致をワンストップで展開している。 

イ  進出支援の取組みについて 

進出希望の企業等に対し、会社設立や在留資格に関する相談、専

門家の紹介、不動産情報の提供等の相談に対応するほか、以下の取

組を実施している。 

（ア）ビジネスサポートオフィス（ＢＳＯ）の提供 

大阪市内に拠点進出を検討中の企業、団体を対象に、準備拠点

として最長６か月間無料で利用できるオフィスを提供している。 

（イ）進出へのインセンティブ 

外国企業等の進出の初期費用を軽減するため、会社設立登記に

かかる費用、在留資格の取得にかかる費用の一部を助成している。 

ウ  投資環境や支援に関する情報発信について 

各種リーフレットのほか、ウェブサイトのＩＮＶＥＳＴ ＯＳＡ

ＫＡやＯ－ＢＩＣのＨＰで多言語にて情報を発信している。 
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ウ  質疑概要 

Ｑ  企業誘致に与える新型コロナの影響はあるのか。 

Ａ  2019年度（コロナ前）までは年間約40件前後であった進出企業

数が、2020年度以降は年間約20件と減少した。（下記グラフ参照）

また、各国の水際対策の影響で進出手続きを見合わせる事例も散

見される。対面での商談ができないため、国内・海外ともに、誘

致プロモーションは、可能な限り延期・中止ではなく、オンライ

ン又はハイブリッドで開催するようになった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ  最近の海外からの進出企業の傾向はどうなっているのか。 

Ａ  2015年頃から航空運輸、宿泊をはじめとするインバウンド需要

に関わる企業の進出が増加していたが、コロナ禍の影響により激

減した。一方、コロナ禍においても、輸出入を手掛ける企業の立

地は続いており、国境をまたぐ人的往来が大きく制限された中で

も、消費財、生産財共にモノの移動については根強い需要がある。

全体としては、卸・小売業が最も多い。また、テレワークの浸透

により、企業そのものが事務所的なものを不要とする傾向が散見

される。今後は、この傾向が加速化するものと思われる。 

Ｑ  ジェトロ大阪本部との関係はあるのか。 

Ａ  ジェトロ大阪本部とは、月に一回、企業誘致等に係る情報交換

会を行っており、個別案件の対応に当たって日常的に連携してい

る。また、在阪中小企業等の国際ビジネス活動を支援する目的で

ジェトロが実施している貿易投資事業等の経費を分担している。

具体的には、貿易投資相談（貿易・投資相談、海外ミニ調査サー
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ビス、海外事務所でのブリーフィング）、情報発信（各種媒体・

セミナー等の開催を通しての最新の国際経済・貿易やビジネス情

報の提供）資料閲覧コーナーの運営などの費用負担をしている。 

Ｑ  過去３年間の予算額はどのくらいなのか。 

Ａ  以下の表のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

（２）委員所見 

コロナ禍で海外企業との交流が途絶える中、いかにして企業誘致

を進めていくのか、大阪市として様々な工夫をしている点は参考に

なった。横浜市では、ジェトロ横浜が中心となって、県とも連携し

ながら誘致を進めているが、大阪の場合は市・県と商工会議所が共

同で設置したＯ－ＢＩＣが中心となってワンストップでのサービス

が展開されている。横浜と異なり、誘致に伴う市独自の助成制度や

インセンティブは無いものの、Ｏ－ＢＩＣが進出経費の負担軽減を

行っている。また、現在は過去に大阪市等の関西圏と取引のあった

企業や過去の留学生が起業をして事務所を構えるケースが多い。企

業誘致には不利な時期ではあるが、横浜市でもシェアオフィスの活

用など小さな規模からスタートすることで誘致件数を増やすことに

つながると考える。 
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 （会議室にて説明聴取及び質疑） 

 


